
 
 
 
 
 
 
 

（第 4回）札幌市子どもの権利条例制定検討委員会会議結果報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・日 時・・・ 

平成 17 年（2005 年）7月 13 日（水） 18：00 ～ 20：30 

 

・・・場 所・・・ 

WEST19 研修室 A・B・C 

 

・・・出席者・・・ 

委  員：17 名（欠席：8名） 

事 務 局：子ども未来局長、子ども育成部長、子どもの権利推進課長 

子どもの権利推進担当係長、子どもの権利推進担当職員 2名 

教育委員会：総務部総務課事務職員 
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議    題 審 議 概 要 備   考 

 

 

 

１ 懇談会の中間報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  

⑴ 事務局より 

   ７月２日～７月１０日の

懇談会の実施状況を報告。

⑵ 懇談会において参加者か

ら示された、指摘や論点な

どについて委員から報告 

・ 週休２日制になってから

始まった様々な取組につ

いて、これらに参加しな

い子どもたちのことが気

がかりだ、との指摘。 

 

・ 子どもの権利とは何か。

 

・ 親の資質∑能力について。

 

・ 地域社会の重要性。 

 

・ 子育て支援施策の一層の

拡充が必要。 

 

・ ２４時間社会の問題点。

 

・ 大人の遊興施設に併設さ

れている託児所で、子ど

もが朝から晩まで預けら

れている実態があること

について、行政は把握し

ているのか。 

 

・ 無認可託児所の環境整備

（子ども、労働者双方の

環境整備）。 

 

 

・ 外国人、帰国子女への視
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点を忘れないで欲しい。

 

・ 子どもからの相談を受け

付けているサポートセン

ターにおける最近の相談

内容の傾向は➀家庭生活

②学校生活③不登校④個

人的な悩み、となってい

る。 

 

・ 川崎市では、子どもの権

利条例に基づき市民団体

に支払われる補助金があ

る。 

 

 

・ 懇談会を実施しているこ

とについて、積極的なＰ

Ｒが必要であるとの指

摘。 

 

・ 親同士がグループを形成

した場合、子ども達も、

そのグループの中で遊ぶ

傾向がある、との指摘。

 

・ 親同士のグループに関わ

る問題で、グループ内で

の孤立と、グループから

の孤立の問題があり、子

ども達の関係が親同士の

関係に連動する傾向があ

る、との指摘。 

 

・ 親の意識の中に「親がう

まくできない部分をプロ

である幼稚園教諭∑保育

士に任せている」という

意識がある。 
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・ 子どもと遊び場の問題が

大切。 

 

・ 子どもに関する予算が少

ない。 

 

・ 地域ネットワークによる

子育てサポートが大切。

 

・ 中高校生には、放課後の

居場所がない。 

 

・ 子どもの権利条例は、必

要性がない。 

 

・ 「子どもの権利条約」は

途上国の問題であり、日

本には関係がない。 

 

・ 条例の中で、虐待につい

てフォローして欲しい。

 

・ 有害図書の問題。 

 

・ 子育てをしている親への

支援に関する予算の充

実。 

 

⑶懇談会を実施した委員の

所感 

・ 児童会館について 

① 子どもの受け皿とし

て機能 

② 児童会館には地域性

がある 

 

・ 保育園におけるファミリ

ーサポートの取組が学校
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にうまく引き継げていな

い。 

 

・ 全ての子どもを対象とす

る条例を目指すのであれ

ば、年齢に応じた区分を

条例に盛り込む必要があ

るのではないか。 

                           

・ オンブズパーソン制度な

どのフォローシステムの

必要性がある。 

 

・ 条例の必要性に関する市

民向けＰＲを充実させる

必要がある。 

 

・ 虐待問題（特に札幌にお

ける特徴と言われている

ネグレクト）について、

条例制定後も、問題を抱

えている保護者に働きか

ける啓発、周知を考える

必要がある。 

 

∑「権利」と「義務」を対と

考える立場と、そうではな

いとする立場との議論が

必要。 

３出向き調査について 

⑴ 出向き先の選定について 

 

 

 

⑵ 出向き調査の日程につい  

  て 

 

 

⑶ 出向き調査先としての児

３  

⑴ ７月２０日の正副委員

長∑部会長会議までに、部

会ごとに出向き先を選定

する。 

⑵ 日程は、当初予定に制限

される必要はなく、出向き

先の事情も考慮して決定

する 

⑶ 小学校低学年の利用が中

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 利用者の年齢構成を事務
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童会館について 心となっている児童会館

もある。 

局において確認すること

とした。 

４ 中間答申に向けた取り組

みについて 

⑴ 中間答申の原稿の作成期

限 

 

 

⑵ 中間答申の内容 

 

 

⑶ 中間答申の作成作業につ

いて 

 

 

⑷ 懇談会∑出向き調査の結  

 果レポートについて 

４ 

 

⑴ １２月初めを予定。 

 

 

 

⑵ 札幌市の現状分析と課題

を提示する予定。 

 

⑶ １０月から、検討委員会、

正副委員長部会長会議を

中心に全体的に作成作業

を行う。 

⑷ 中間答申の前提となる資

料なので、９月末までに作

成する予定。 

 

 

⑴ 検討委員会作成の原稿に

ついて製本等の作業を行

い、１２月中に市長に答申

する予定。 

⑵ 条例の形式については、

とらわれない形で中間答

申を作成する。 

５ 条例づくりに関する関係

機関との協力について 

⑴ 子ども未来局と教育委員

会との連携について事務

局から説明 

 

 

 

⑵ 学校との協力について 

５  

 

⑴ 条例づくりについては、

子ども未来局と教育委員

会のプロジェクトのひと

つとして、情報だけでなく

行動の連携に向けた取組

を行っている。 

⑵ 現在のままで十分とは言

えない。条例づくりの今後

の取組について、学校の協

力が不可欠。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 検討委員会委員長が市立

小学校∑中学校の校長会事

務局と懇談する予定。 

６ アンケートについて 

⑴ 懇談会以外のアンケート

の利用について 

 

 

 

 

 

⑵ アンケート結果の集約に

６  

⑴ 懇談会以外でのアンケー

トの使用は、懇談会の日程

終了後とする。 

アンケート実施の際は、

場所、対象について検討委

員会の了承を得ることと

する。 

⑵ 事務局が結果を集約す
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ついて る。 

７ フォーラムについて  ７ 当初予定では９月に実施

する予定だったが、１１月中

旬までの開催を目処として、

内容も含め今後の検討課題

とする。 

８ 検討委員会からの要望 ８ 条例づくりに向けた取組

について子どもを含めた

多くの市民に関心を持っ

てもらうために、学校を会

場として、児童や生徒を対

象に、市長が講演する機会

を設けるよう、事務局に要

望する。 

８ 事務局として実現に向け

て取組むこととした。 

 

 


